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原子力発電所の再稼働について

《提案・要望の内容》

【再稼働に向けての国の対応について】

○川内原子力発電所の地元同意のプロセスについては地方それぞれの事情があって

の判断であり、このプロセスが他の地域の再稼働判断のプロセスを規格化するも

のであってはならない。

国は、再稼働の判断に当たっては、安全を第一義として地域の実情に応じた意見

集約あるいは安全判断を行うこと。

※万が一原子力災害が発生した場合、県境等は全く関係なくその被害は周辺地域にも及ぶこと

から、UPZ(緊急時防護措置準備区域）に含まれる地域の意見も立地自治体と同様に反映され

ることが必要。

＜参考＞

。 （ ）※鳥取県境から島根原子力発電所までの距離は最短で約１７ｋｍ ＵＰＺ ３０ｋｍ圏内

では境港市と米子市の一部が対象となる。



周辺地域の意見に基づいた原子力発電所の運用について

《提案・要望の内容》

【中国電力の周辺地域における対応について】

○中国電力に対し、安全協定の立地自治体と同等の内容への必要な見直しを迅速に

行うよう指導するとともに、再稼働に向けての一連の手続きに際し、立地自治体

と同等に対応するよう指導すること。

【周辺地域の意見を反映する仕組みについて】

○原子力発電所における安全対策の確保について、周辺地域の声が確実に反映され

る法的な仕組みを検討し、整備すること。

【汚染水対策について】

○島根原子力発電所において、汚染水対策を適切に実施させること（事故時の地下

水への対応、放射能汚染水の回収、処理、貯蔵及び流出防止策等 。また、国に）

おいてもその内容を精査し、丁寧かつ十分に説明するとともに、汚染水対策につ

いては法的にも担保するように措置すること。

福島第一原子力発電所における汚染水問題への対策の概要＜参考＞

海側遮水壁



原子力発電所周辺地域における防災対策の強化について

《提案・要望の内容》

○原子力防災対策を実施するうえで必要となる人件費等の国交付金対象外について
も、国や電力会社が相応の負担を行う仕組みを、早急に構築すること。

＜参考＞
※鳥取県境から島根原子力発電所までの距離は最短で約１７ｋｍ。 ＵＰＺ（３０ｋｍ圏内）
では境港市と米子市の一部が対象となる。

島根原発の防災対策費（初期投資）の必要額

国の支援策 事業内容
H２５年度
事業費

H２６年度
所要額

H２７年度
所要額

計

原子力発電
施設等緊急
時安全対策
交付金

防護資機材（可搬型モニタ
リングポスト１１台）整備、普
及啓発、防災訓練等

２２4 ６１

維持管理費等

１１３
原子力環境センター（仮
称）整備に係る機器

３９８可搬型モニタリングポスト、放
射線計測器、防護服等

危機管理体制整備等
（TV会議システム等）

３1 ７０
※同上

※維持管理費は別途
１０１

設備維持費等

被ばく医療整備等（スクリー
ニング、ホールボディカウン
タ２台等）

５００ １５５

６６３
ホールボディカウンタ
〔鳥取大学附属病院〕

２
医療機関用除染資機材

ホールボディカウンタ
(県立中央病院)

－

緊急被ばく医療研修等、安
定ヨウ素剤備蓄等（UPZ７万
人・調剤機材）

９ ７ －

１６
安定ヨウ素剤関係 医療用放射線測定機器

小計 ７６６ ２９３ １１３ １，１７２

放射線監視
等交付金

モニタリングポスト・システ
ム・測定機器整備、環境試
料分析等整備

２１３ －

２１３モニタリングデータ統合の
ためのシステム改修

原子力環境センター（仮称）
整備等

２０ １９５ ２５０

４６５地質調査、基本設計・実施
設計【H24年度分含む。】

建築工事着工、放射能
の分析機器を順次整備

環境センター竣工、放射
能分析機器を順次整備

小計 ２３３ １９５ ２５０ ６７８

合 計 ３か年で１９億円必要⇒ ９９９ ４８８ ３６３ １，８５０

○島根原発の防災対策費（初期投資）に対する国交付金の必要額は概算で約１９億円！

・ 緊急に原子力防災体制の整備が必要。〔H25～H27年度の3カ年整備〕 （単位：百万円）

残り約４億円！



再生可能エネルギーのさらなる導入促進について 

 

《提案・要望の内容》 

 ○固定価格買取制度の見直しにあたっては、再生可能エネルギーの出力抑制を中心

とした対策だけでなく、バイオマス、地熱、小水力など出力の安定した再生可能

エネルギーの導入が促進するように各種の制度の見直しを早急に検討すること。 

 

○今後も再生可能エネルギーの導入を促進するために、電源別の特性に合わせて固

定価格買取制度の調達価格や期間の設定に当たっては十分に配慮すること。また

太陽光発電の導入に関しても、住宅用を含め、意欲ある事業者が不安にならない

よう情報提供に努めるなど配慮すること。 

 
○接続容量の拡大や局所的な接続量の不足を解消するために、地域間連携や地域内

連携線の強化が推進されるように、電力会社と共同して新たな対策を速やかに実

施すること。 

 

○発電事業者への蓄電池設置支援にあたっては、発電事業者の負担増による事業意

欲の減退がないように配慮するとともに、地方創生に寄与するように努めるこ

と。 

 

 
＜参考＞ 

固定価格買取制度で電源別の特性に配慮が必要な事例 

小水力発電所は、太陽光発電所と比べて事業性可能性の調査や建設工事に時間が必要であ

る。検討途中で制度や買取価格が変更されると事業の予見性がなくなり、老朽化した発電設備

の更新等ができなくなる。 

 

家庭用太陽光発電での配慮が必要な事例 

電力５社の買取保留の報道以来、家庭用太陽光発電設備導入で、固定価格買取制度の先行き

の不安を理由に導入を中止する事例が発生している状況。 

 

地域内連携線の増強等の新たな対策が期待される事例 
系統接続において、変圧器など機器の改修など多額の費用負担を求められる場合があり、そ

のため事業性が減少し導入が進まない事例が発生している。 

 

発電事業者への蓄電池設備支援について 
太陽光発電事業者は買取価格の低下や出力抑制ルールの適用拡大など事業性が立たず導入

に向かえない。このため蓄電池設置に当たっては特段の有利な支援制度を図る必要がある。 

また、制度の執行に当たっては、例えば地域経済の活性化に資する事業を優先するなど、地

域経済再生に波及するものに配慮してほしい。 

 



表層型メタンハイドレートの調査研究について 

 

《提案・要望の内容》 

 

○メタンハイドレートに関する調査研究の機能や開発技術等を地方にも分担させ

るとともに、地方の人材等の活用や地方での技術者など人材育成の取組みにも

配慮すること。また、そのために必要な財源措置等を実施すること。 

 

 
○メタンハイドレート調査・開発を進めるに当たっては、採取による環境への影

響評価手法の研究等開発が想定される周辺環境の影響を調査し、そのために十

分な予算を確保すること。 

 

 

○調査・研究による埋蔵量把握や技術開発を経て、本格的な採掘、実用化、商業

化に向かうロードマップを策定し、その着実な進捗を図ること。 

 

 

 
 
＜参考＞ 

 鳥取県でのメタンハイドレート調査開発促進の取組 
○鳥取大学大学院にメタンハイドレート関連の寄付講座を平成２８年４月に開設を目指して、

大学と準備を進めているところ。 

【目指す人材】 

工学、理学（地球物理学）、水産学、３分野を横断的に履修し、乗船観測実習など

学外実習も経験することで、海洋資源開発の即戦力になり得る高度技術者（大学院修

士課程修了者）を育成する。 

【設置スケジュール】 

  平成２７年度    教員の募集、学生の募集 

  平成２８～３２年度 寄付講座開講（入学定員５名／収用定員１０名）（５年間） 

  



次世代自動車の充電インフラ整備促進について

《提案・要望の内容》

○充電インフラ整備目標を実現させるため、補助制度を継続実施するとともに、観

光拠点でもある「道の駅」への整備支援を重点的に実施すること。

○中国自動車道等の高速道路への充電インフラについて、早急なる整備を西日本道

路株式会社へ要請すること。

【ＮＥＸＣＯ西日本の整備計画】

中国自動車道：６基・・西宮名塩、加西、勝央各ＳＡ

山陰自動車道：２基・・宍道湖ＳＡ

舞鶴自動車道：４基・・西紀ＳＡ、綾部ＰＡ

（岡山道：２基（高梁SA）米子道：３基（蒜山SA、大山PA）は、整備済み）

○水素インフラ整備について、燃料電池自動車の普及に応じて、四大都市圏のみな

らず、本県など地方も含め全国的に整備を促進すること。

【水素ステーション整備状況（商用 】 41箇所）

首都圏：23箇所 中京圏：10箇所 関西圏：4箇所 北部九州：4箇所

＜参考＞

・平成２５年８月、電欠の不安を感じないインフラ整備を目指して 「鳥取県次世代、

自動車充電インフラ整備ビジョン」を策定。エコツーリズムなど環境に配慮した観

光客受入体制の整備や超小型モビリティ等の普及促進を図ることとしている。

※２０２０年まで【インフラ整備目標】

（国） 普通充電器２００万基、急速充電器５，０００基

（鳥取県） 普通充電器３４４基、急速充電器１８３基

（平成27年1月末時点）普通充電器８０基、急速充電器４９基

・隣県から来県する際に県内横断中に電欠の恐れがある区域への整備として、観光

地での整備を進める。

【今後整備が必要と考えられる地点】

奥津温泉から倉吉間や国道２９号の若桜付近

（道の駅「はっとう」や「いわみ 「犬挟」の３箇所）」、


